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Ⅰ

韓国で，「生産的福祉宣言」（金大中大統領，１９９９

年６月）以降，急速かつ抜本的な福祉制度改革が進

んだことについては，欧米も含めて多くの関心を集

めてきた。本書は，この韓国の変容を「後発福祉国

家」あるいは「遅れてきた福祉国家」と位置付けて，

「遅滞」と「後発」という特徴を明らかにするとと

もに，「福祉国家論」の比較視座を確立しようとす

るものである。出版社（東京大学出版会）のホーム

ページでは，次のように紹介されている（注１）。

──日本が福祉国家となったひとつの画期は，１９７３

年の「福祉元年」と言われています。いっぽう，韓

国が福祉国家化したと言われているのは１９９０年代後

半のこと。そこには２０年以上のタイムラグがあるの

ですが，それでもヨーロッパの「福祉先進国」に比

べれば，どちらも「遅れてきた福祉国家」となりま

す。「福祉国家化」した時点での経済状況，国際環

境，それまでの政治的経緯など，福祉国家形成のあ

り方はいろいろです。本書ではこの問題について主

に韓国を事例に探究しているのですが，いろいろな

点を日本と比べて読んでみるのも興味深いと思いま

す。

Ⅱ

本書について論じる視点を明らかにするために

も，１９９０年代後半以降の韓国の福祉政策・制度の一

大転換について，その特徴と研究状況を簡単に整理

しておく。

まず福祉政策転換の特徴としては，第１に全国民

に年齢を問わず所得ベースで，普遍的に最低生活水

準を保障するという公的扶助改革が中核であったこ

と，第２に従来の「自活支援」をワークフェアに改

編するなど，自助自立を前提としていること，第３

に若手研究者や弁護士らを中心とする市民運動団体

が改革に深く関与し，司法闘争やとりわけ国会請

願・法案作成を通じて議会活性化と相乗しあうもの

であったこと，第４に公的扶助（朝鮮救護令１９４４年，

生活保護法６１年，国民基礎生活保障法９９年）をはじ

めとして，社会福祉事業法（７０年），老人福祉法（８１

年）など，既存の福祉法令すべての改正に及んだこ

と，第５に他方ではIMF通貨危機（９７年）への対応

とあいまって労働市場の柔軟化が同時進行したこと，

があげられる（注２）。

以上の特徴は本書でもおおむね共有されているが，

その他に，ポスト冷戦下の民主化に関連して，植民

地支配（旧日本軍慰安婦），分断（北韓離脱住民），

ベトナム戦争（枯葉剤後遺症者），軍事政権の蛮行

（１９４８年４・３済州島蜂起，８０年５月の光州民主化

事態）に対する国家補償（個人と国民国家の関係性

の見直し）が同時並行したことも注目に値する。

さて，こうした史上稀有な福祉改革について，新

たな福祉モデル論［Mishra et al.２００４］，アジアま

たは新興諸国の比較［宇佐見２００３；２００５；２００７；

広井・駒村２００３］，福祉国家と市民社会［上村・末

廣２００３］，セーフティネット論［一橋大学経済研究

所経済制度研究センター２００３］，福祉戦略［大沢

２００４］，開発型［白鳥／サングカワン／オルソン＝

ホート２００６］などの視点から研究成果が出された。

韓国では，福祉改革の当事者らがその過程を整理

しているほか［イ・ヨンファン２００５］，エスピン―

アンデルセンのレジーム論との整合性を視野に入れ

た「福祉国家性格論争」［金淵明２００６］が展開され，

国家責任強化か，（新）自由主義か，それとも普遍

主義かなどに関心が寄せられた。

日韓共同研究でも，両国がエスピン―アンデルセ

ンの３つのレジームに収まらないことを共通理解と

して，比較分析の方法が模索されるようになった［社

会政策学会２００６；武川・キム２００５；武川・イ
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２００６；野口２００７］。本書はこうした成果を踏まえて，

「後発福祉国家」をキー概念として，新たな分析手

法を提示した点に最大の功績がある。

Ⅲ

本書は次のように，３部９章からなる。

序章 韓国の経験からの問い

Ⅰ 福祉国家論のなかの韓国と東アジア

１章 韓国福祉国家性格論争

２章 比較福祉国家論のなかの東アジア

Ⅱ 「遅れてきた福祉国家」としての韓国

３章 「遅滞」の局面──「前‐福祉国家」の

時代──

４章 経済危機と政権交代──「遅れてきた福

祉国家」の形成過程──

５章 「後発」の局面──「遅れてきた福祉国

家」の再編圧力──

Ⅲ 比較のなかの「遅れてきた福祉国家」とその

未来

６章 後発福祉国家論

７章 「遅れてきた福祉国家」のゆくえ

終章 後発福祉国家論の社会学的課題

１章と２章からなるⅠでは，福祉国家性格論争の

発展的総括がなされている。まず論争が「性格」を

中心に展開された背景として，福祉研究の系譜から

説き起こされている。独立後に導入されたアメリカ

社会事業学は，１９７０年代末に社会福祉学へと改称さ

れたが，自国の実態分析としての「福祉国家」や「社

会政策」という領域は未成熟で（注３），西欧諸国の紹

介が中心であった。そこへ金大中政権下で普遍主義

的な福祉改革と新自由主義的な経済・雇用改革が急

速に同時進行し，福祉改革に関わった立場からもト

ータルな理解への足がかりとされたのがエスピン―

アンデルセンのレジーム論であった。

著者は，この論争の成果は，「従来の福祉国家論

を機械的に適用することでは説明しつくせない，い

わば『韓国的』な特徴を持っているということ」を

明らかにしたことだが，議論を深めるには，「市場

／政府」，「大きな政府／小さな政府」の枠組みを脱

して，「グローバル化のなかの福祉国家化」という

歴史的特殊性に着目すべきであるとした（３７ページ）。

第２章では，エスピン―アンデルセンの福祉レジ

ーム論は，本来は「経路」分析ツールであって福祉

国家の類型論ではないこと，日本や韓国は，欧米諸

国とは出発点（時代）の様相が異なっていたために

その後の経路も異なり，その結果，エスピン―アン

デルセンの３つの型にはまらないのは当然だったと

する。これを伏線として，韓国を福祉国家論の土俵

にあげうる論理と論拠が示される。すなわち先発・

後発を問わず「福祉国家」とは，「脱商品化」と「社

会運動の圧力」という実態を不可欠とすること（宮

本太郎），またその機能として「市場経済安定装置」

（ポランニー）と「民衆の政治的組織化の産物」（フ

ローラル／ハイデンハイム）の両面を備えているこ

と（５９～６３ページ），と定義されている。

Ⅱは，先進諸国とは異なる「遅れてきた」韓国の

経路分析で，本書の最も重要な骨格部分である。ま

ず，「前―福祉国家」時代における「遅滞」局面（３

章）では，１９９０年代半ばまでの「遅滞」の原因は，

持続的経済成長による完全雇用という経済的要因

（福祉の低ニーズ）と，権威主義的な「排除の政治」

による福祉運動の抑圧と排除という政治的要因があ

げられ（９５ページ），当時の福祉提供者が主として

家族であったこと（９４ページ），などが指摘されて

いる。

次いで，経済（IMF通貨危機），政治（民主化と

市民運動活性化），および社会（家族機能の弱体化）

の与件転換を背景とする形成過程が描かれ（４章），

そして，脱工業化・脱冷戦による再編圧力にさらさ

れた「後発」局面（５章）では，「脱工業化」，「脱

階級化」の傾向が読み取られている。

続くⅢは，「後発福祉国家論」による日韓比較（６

章）と，再編圧力のなかの韓国の展望（７章）が示

され，全体のまとめ（終章）につながる。６章の比

較分析が，後発福祉国家論のもうひとつの骨格をな

す。すなわち，日韓両国はともに「遅れてきた福祉

国家」であるが，形成過程の歴史的文脈の相違から

その後の相違がもたらされたという。日本が経験し
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た「国庫主導型の制度拡充」［田多２００９］が韓国で

はみられず，拡大期のない韓国には危機も存在しな

いため，「日本は拡
�

大
�

と危
�

機
�

を，韓国は形
�

成
�

と再
�

編
�

を同時に経験した（している）」（傍点は原文）と指

摘し，日本の「国家官僚制を中心とする『擬似社民

主義』」に対して，強力な国家介入が困難になった

韓国は「今日の西欧の（中略）『新しい政治』（new

politics）の状況に近い」（１７２～１７３ページ）。

７章では，少子高齢化，経済両極化を背景に，盧

武鉉政権時代の「セカンド・ステージ」で展開され

た「分配優先」対「成長優先」論争が分析され，史

上最速の少子高齢化対応や福祉サービス拡充への国

民的合意に，新たな道への可能性を見出している

（２０２～２０３ページ）。

終章では，新たな分析ツールとしての「『時間』

のなかの福祉国家」とは，「『働
�

き
�

方
�

』の
�

相
�

違
�

を
�

時
�

間
�

軸
�

の
�

な
�

か
�

で
�

捉
�

え
�

る
�

視
�

点
�

」（２２３ページ，傍点は原文）

であると締めくくられている。

Ⅳ

本書の最大の魅力は，「後発福祉国家」というネ

ーミングが示すように，福祉国家論を歴史・時代性

のもとに相対化する方法論を明示したことであ

る（注４）。

すなわち，日本や韓国について，「アジア型」あ

るいは「儒教型」などのあいまいな類型概念から脱

することに成功し，さらにエスピン―アンデルセン

の福祉レジーム論をそのまま適用するのは土台，無

理があったという総括がなされた。また，「グロー

バル化のなかの福祉国家化」という視点は，先進諸

国の福祉国家再編・縮小［岡本２００７；樋口２００９］

と同時期における新興福祉国家の登場という，福祉

国家の世界史の整合的理解の糸口にもなっている。

後発福祉国家の概念と分析手法を立てるべく，膨大

な福祉国家研究を読みほぐし，韓国を整合的に位置

付けうる福祉国家論
�

の再構築を手がけた労作である。

とはいえ，「遅滞」局面の実態分析を掘り下げれ

ば，グローバル時代の「後発性」（タイムラグ）に

も増して，内在的な「連続性」が取り出せたのでは

ないかという点を中心に，以下で論じたい。

まず「遅滞」とは，福祉国家としての「未発達」

を意味する。その経済的，政治的要因と，実態（家

族依存）は前述したとおりで，金泳三政権が「

（salm：生，生活）の質の世界化（segefa）」を標

榜しながら低福祉で終わり（９２ページ），金大中政

権時代に福祉国家へと跳躍することも間違いではな

い。しかし福祉国家化は，金泳三政権時代の１９９５年

の社会保障基本法制定と「韓国型福祉モデル」構想

に始まるのではないだろうか。本質的な問題は，開

始時期ではなく，３０年に及ぶ「遅滞」，形成，早期

「再編」を通して，開発主義／生産主義こそが「連

続性」の鍵ではないだろうかということである（注５）。

周知のように朴正煕政権（１９６１～７９年）は経済成

長を先行させ，予定より遅れて第４次計画（１９７６～

８１年）から社会開発に着手し［金正濂１９９１］，続く

第５次計画を「経済社会発展」と改称し，第５共和

国（全斗煥政権，１９８１～８７年）で「福祉社会の建設」

が政策目標とされた。

「生産主義」に立脚した福祉モデルの源流は，経

済開発計画を主導してきた韓国開発研究院（KDI）

の「福祉アイデアリスト」［Kwon１９９９］（注６）による

貧困・社会保障制度の調査研究と改革提言［徐相穆

ほか１９８１；朴宗淇ほか１９８１など］にたどれる（注７）。

これらの研究に相前後して，心身障害者福祉法と高

齢者福祉法の制定（１９８１年），生活保護法改正（８２

年，６０年代からの自活勤労事業を「自活保護」とし

て統合），そして社会福祉事業法の全文改正（８３年，

受益者負担による福祉サービス事業が追加など）が

なされた。

金泳三政権は，こうした改革の本格的展開を目指

して２つの成果を残した。その内容に普遍的生存権

保障への転換の開始と，「前―福祉」時代からの生産

主義の連続性が見出せる。

ひとつは，社会保障基本法案の提出（１９９４年１１月），

制定（９５年７月）である。この意義は，社会保障（社

会保険と公的扶助）を全額国庫負担としていた非現

実的で死文化していた「社会保障に関する法律」

（１９６３年）を廃止し，福祉費用の一部本人負担，民

間資源活用や地域福祉など，実態を追認する法改正
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であったこと［金早雪２００９］と，金大中氏率いる

野党案をもとに，最低生計費保障に国民の普遍的権

利性が取り込まれたこと［金早雪２００２］，である。

国民基礎生活保障法は，この延長上で達成された大

転換である。

もうひとつは，保健福祉部長官とKDI院長を共同

議長とする「生の質の世界化」構想［国民福祉企画

団１９９６］である。同構想は，２１世紀初頭に韓国の

生活の質を世界１５位，２０１０年には１１位に押し上げ，

生産的福祉，予防的福祉，成長と福祉の調和を特徴

とする「韓国型福祉モデル」を確立し，そのために

政府予算に占める福祉部門を現行９パーセントから

先進国水準の２６パーセントにまで毎年大幅に引き上

げるとした。公的扶助では，冒頭に「低所得層への

生産的自活プログラム」を掲げ，保護水準を最低生

計費の現行８０パーセントから９８年に１００パーセント

にまで引き上げ，他方，所得向上によって扶助受給

率は３．３パーセントから２パーセントに低落すると

予測されている。社会保険，福祉サービスについて

も明確な目標数値のもとに，普遍的セーフティネッ

ト構築と，障害者，高齢者，児童，女性などそれぞ

れの生の質の向上を図るとしている。

金泳三政権時代の改革は不徹底だったが，国民福

祉企画団の構想が必ずしも不完全であったわけでは

なく，金大中政権の「生産的福祉」の骨格のほとん

どがすでにここに盛り込まれている。ただし，金大

中政権の「生産的」は人権思想を背景に持つ

productiveであるのに対して，金泳三政権・国民福

祉企画団のその英訳はproductivist（生産主義）で

あったという（１７８ページ）。実際，「世界化」構想

には国民の権利などの理念的な文言はなく，その後

の福祉改革の最大の成果である公的扶助の年齢制限

撤廃もない。機能主義に徹したこの構想は，成長と

の調和によって扶助受給率の低落を見込むなど，確

かに端々に生産主義あるいは開発主義がうかがえる。

金泳三政権時代を福祉改革の開始と位置付けるこ

とで，かえって金大中政権時代の市民主導の変革の

意義も明確化しえたと思われる。「大きな政府／小

さな政府」の枠組みの限界が指摘されているだけに，

金泳三政権時代の脱「遅滞」の始まりに，生産主義

や民間資源依存といった「前―福祉」以来の連続性

を読み取れば，福祉国家化における（新）自由主義

やその後の「再編」が，危機やグローバリズムへの

対応だけではないという展開につながり，本書の視

角もむしろいっそう生かされたように思われる。

関連して「世界化」について。企画団構想が先進

国並みを目指したように，金泳三政権のいう「世界

化」は「先進国化」でもある。ILO加盟（１９５５年国

会決議を経て９１年），OECD加盟（９６年）やIMF構

造調整（９７年）に際して，雇用保険などセーフティ

ネット構築が条件とされたが，そもそも先進国＝福

祉国家は，成長後の将来像であった。金泳三政権の

「世界化」構想を，新自由主義のグローバル化と「前

―福祉」時代からの生産主義との融合による脱「遅

滞」の開始とみれば，これを「後発性」として語る

こともできよう。

これらも含めて韓国の後発性の特徴は，本書の分

析ツールによって把握できるが，従来の福祉国家分

析で不可欠とされてきた雇用政策の位置付けは今後

の課題となろう。高雇用維持を目的とする信用量コ

ントロールなどの「広義の福祉国家」［岡本２００７］

にまで広げなくとも，「市場安定化装置」が福祉の

「遅滞」を補ってきただけに，そうした「装置」に

福祉国家化の以前と以降で機能的な変化があったの

かどうか，これは資本主義性格論争［本多１９９０］

とも接する論点である。

最後に，比較分析手法としての「グローバル化の

なかの福祉国家化」について。これは，武川（２００７，

２１０）の３つの福祉資本主義仮説によって，一般化

されている。

仮説Ⅰ：国内要因によって福祉国家への離陸の時

期が決まる。

仮説Ⅱ：離陸の時点における国際環境が福祉国家

形成の初期条件となる。

仮説Ⅲ：この初期条件がその後の福祉国家の発展

を条件づける。

この武川仮説によって後発／新興福祉国家だけで

なく，エスピン―アンデルセン・レジームの相対化，

さらに北欧モデルの見直し（注８）まで同時になしうる

が，本書はその実践版としても意義深い。
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本書が提示した「後発福祉国家論」の方法論とし

ての有用性と普遍性は，第２，第３の後発諸国の登場

を待たねばならないであろう。だとしても，（後発）

福祉国家が，経済成長からストレートに生まれるも

のではなく，民主化による福祉政治を介して，連続

性の中の変化として出現してきたという本書の視角

は大方に支持されるであろう。著者の１０年間の留学

成果という本書は，日本の比較福祉研究への大きな

貢献として読み継がれよう。

（注１） http : //www.utp .or . jp/bd/978−4−13−

056066−5.html（２００８年１２月２８日アクセス）。

（注２） 金早雪（２００２；２００３；２００５；２００７）をあわ

せて笑覧頂ければ幸いである。

（注３） かねて社会部（課）は労働争議・組合を主

管し，何よりも１９７０年代まで労働研究が当局の監視の

的であったことも，社会政策という分野が成立しにく

かった一因であろう。韓国社会政策学会は１９９３年２月

に創設され，その機関誌『韓国社会政策研究』創刊号

（９４年）は，「経済社会発展と最低生活保障」という

特集を組み，同年２月に提訴された最低生計費違憲確

認の憲法裁判（生存権裁判）にも触れている。

（注４） 以下は，金早雪（２００９，３章）の記述をベ

ースにしている。

（注５） 田多（２００９，３５）は，日本の社会保障政策

において，普遍的生活保護が失業保険で補完されたよ

うに，生活保護は元来「低福祉・低負担」の「商品化

のための脱商品化」であったと指摘している。また樋

口（２００９，１６）において，福祉国家はむしろ自由主義

型が「基本的・理想型」であり「社会民主主義型は引

力に抗して（中略）無理をおかして存続している」（ス

ウェーデン特殊説）という林建久氏の論が紹介されて

いる。生産主義が韓国や後発の特有とは言えないこと

になり，１９７０年代までの成長優先の評価や位置付けも

変わってくる。雇用実態・政策に関わるこの点は，い

ずれ改めて取り組まれねばならないであろう。

（注６） 白鳥／サングカワン／オルソン＝ホート

（２００６）は，韓国，東南アジア４カ国，中国について，

IMF危機を契機とする「『開発型福祉国家』アジアモ

デル」を提示しているが，その第３章で，かねて１９８０

年代からの福祉改革に注目してきたKwonは，韓国の

福祉改革は危機・対応論では説明がつかず，ここでも

朴宗淇らKDIの「福祉アイデアリスト」の存在に着目

している［Kwon１９９９］。一説に「ニューディール派」

とも称される［金早雪２００５，１２０］。

（注７） 朴宗淇ほか（１９８１）は，「公的扶助制度の

改善方向として（中略）向後の福祉社会建設のための

長期的改善策を」（徐相穆「公的扶助制度」，３３３ペー

ジ）という部分を例外として，「福祉国家／社会」と

いう用語はなく「社会保障制度の改善」で統一されて

いる。貧困研究の第一人者で，「福祉社会」という語

を用いた徐相穆氏は，後に金泳三政権時代の保健社会

部最後にして保健福祉部最初の長官（１９９３年１２月～９５

年５月）を務めている。

（注８） 注５参照。
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